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第 1章 総則 

 

1.1計画の目的 

南海トラフ地震が発生した場合、木造住宅密集地域において火災が同時多発的に発生すると、消防の

対応力を超えることが考えられ、対応できたとしても家屋の倒壊などにより道路が通行できなくなり、

火災現場への到着が遅れ、また、到着したとしても断水により消火栓が使用できず、消火用水が不足す

ることなどにより、火災が燃え拡がり大きな被害を引き起こすことが懸念されます。 

このような事態を回避するには、街路の整備や沿道建築物の不燃化等による延焼の遮断や公園などの

オープンスペースの確保といった長期的な対策により、火災に強いまちづくりを進めることが基本とな

ります。 

しかし、こうしたハード対策を実施するには長期間を要するため、住民自ら、または地域で協力して

出火や延焼を防ぐとともに安全に避難するなど、命を守るために今すぐにでも行える取り組みを進める

ことが必要となります。 

香美市地震火災対策計画は、南海トラフ地震発生時に想定される地震火災対策を重点的に推進する地

区（以下、「重点推進地区」という。）における「地震火災」による人的被害の軽減を図ることを目的に、

まずは、個人の家から火を出さないための「出火防止」、出火しても個人による初期消火や地域による消

火により火災の拡大を防ぐ「延焼防止」、さらに、延焼が拡大した場合でも命を守るための「安全な避難」

の 3 つの視点から、香美市と住民・地域、事業者が事前に取り組むべき具体的な対策と取り組みの進め

方を示すものです。 

それぞれが対策に取り組むことで、地震時の大規模火災による人的被害の軽減のみならず、平時から

火災に強い地域づくりを目指します。 

また、災害対策基本法に基づく香美市地域防災計画の中に、本計画を震災時における火災対策の計画

として位置づけ、地震火災対策を推進していきます。 

※重点推進地区については、第 2章をご参照ください。 

 

1.2計画策定の流れ 

本計画は、高知県が、南海トラフ地震発生時に想定される「地震火災」による人的被害の軽減を図る

ことを目的に、行政や地域、住民、事業者があらかじめ取り組むべき対策や市町村が地震火災対策計画

をまとめるための進め方を示した「高知県地震火

災対策指針」に基づき、地域住民の方々の意見を

踏まえつつ、計画を策定しています。 

本計画では、重点推進地区の全世帯を対象とし

たアンケートや、代表者によるワークショップ等

によって、住民の意見を聴取して計画を策定して

いることが大きな特徴です。 

図 香美市地震火災対策計画策定の流れ 
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1.3計画の読み手（登場人物） 

南海トラフ地震発生時に想定される「地震火災」による人的被害の軽減を図るためには、行政や地域、

事業者、住民が一体となり、火災対策に取り組む必要があります。そのため、本計画では、行政・地域・

事業者・住民を読み手（登場人物）として、それぞれが取り組む対策をまとめています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※本計画での地域とは、計画対象地域である「山田地区」を指します。詳しくは第 2章をご参照くだ

さい。 

 

1.4計画の構成 

本計画は、以下の項目で構成しています。 

 

第 1章 総則 

 本計画の目的や主旨など、概要を示す内容を記載しています。 

第 2章 地震火災対策を重点的に推進する地区 

 本計画の計画対象地域となる重点推進地区の範囲及び現況について記載しています。 

第 3章 重点推進地区の特性 

 重点推進地区に対して、出火のしやすい環境、延焼のしやすい環境、避難のしにくい環境

などの地震火災に対する特性を記載しています。 

第 4章 重点推進地区の住民の皆さんの意見 

 計画に住民の皆さんの意見を反映するために行ったアンケート調査やワークショップ 

の結果について記載しています。 

第 5章 地震火災の具体的な対策 

5.1出火防止対策 

今後取り組むべき対策のうち、出火防止対策について記載しています。 

5.2延焼防止対策 

今後取り組むべき対策のうち、延焼防止対策について記載しています。 

5.3安全な避難対策 

今後取り組むべき対策のうち、安全な避難対策について記載しています。 

   資料編 

    本計画に付随する様々な資料をまとめたものです。 

 

事業者 
住民 

地 域 

行 政 

本計画の読み手（登場人物） 

 ○行政（香美市） 

 ○地域（山田地区） 

 ○事業者 

 ○住民 

補助制度の検討や啓
発・周知等の担い手 

一人ひとりで取
り組む対策 

地域のみんな
で行う対策 
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また、この計画の目次を用途別に記載すると以下のようになります。 

 

 【目次の逆引き】 

 ○地震火災対策がどのようなものか知りたい方・・・・・・・・・・・・・・第 1章へ 

 ○この計画の対象となる地域はどこか、どのような地域か知りたい方・・・・第 2章へ 

 ○この計画の対象となる地域の特性を知りたい方・・・・・・・・・・・・・第 3章へ 

 ○地域の住民の皆さんの意見はどういうものがあるか知りたい方・・・・・・第 4章へ 

 ○地震火災に対する対策の具体的な内容や実施方法を知りたい方・・・・・・第 5章へ 

 ○この計画の内容について更に詳細に内容を知りたい方・・・・・・・・・・資料編へ 

 

1.5計画の使い方について 

地震火災に対しては、発災前に、様々な対策を実施しておくこと、考えておくことが重要です。その

ため、この計画には、平常時から取り組んでおく対策を記載しています。 
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第 2章 地震火災対策を重点的に推進する地区 

 香美市における重点推進地区は、高知県が「高知県地震火災対策指針」で定めた、山田地区です。 

 

図 重点推進地区概況図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 重点推進地区詳細図 

凡例 

香美市行政界 

香美市役所 

下図参照 

香美市役所 



 

5 

※参考 重点推進地区の選定について 

当重点推進地区は、高知県が作成した「高知県地震火災対策指針」によって定められています。

この重点推進地区は、人口集中地区や建物が密集している場所などを基準に抽出を行い、更に、

その中でも延焼しやすいと想定される地区を重点推進地区として設定されています。（詳細につい

ては、「資料編 1 重点推進地区の設定」をご参照ください。） 

 

2.1概況 

重点推進地区は、香長平野に位置し、4,895 人（平成 22年国勢調査時点）が居住しています。当地区

の人口動向をみると、平成 12年国勢調査時点に比べ約 500人減少している地域です。ただし、当地区は、

市の人口の約 20%が居住しており、香美市においては、最も人口密度が高い地域です。また、当地区の居

住者を年齢別人口で見ると、65歳以上の高齢者が約 4割を占めています。 

その他、重点推進地区内には、小学校、郵便局、病院（診療所）、市立図書館などの公共施設や、ＪＲ

土佐山田駅などがあり、市内外から不特定多数の方が訪れる可能性のある施設が複数あります。 

 

  

図 重点推進地区内の人口動向（人口は国勢調査より） 

 

図 重点推進地区内年齢別人口構成比率（平成 22年国勢調査結果より） 
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2.2建物等 

 建物には、「耐火造」や「防火造」などの基準があります。重点推進

地区内の建物をこのような基準毎に分類すると、右グラフのとおりとな

ります。 

この分類において、「木造」⇒「防火造」⇒「準耐火造」⇒「耐火造」

の順に防火性能が高くなります。 

 重点推進地区内では防火造（65%）に該当する建物が最も多く、次い

で木造（17%）となっており、準耐火造・耐火造が占める割合は 18%と

なっています。この値は、全国平均値（平成 25 年住宅・土地統計調査

によると準耐火造・耐火造の合算は 40%強）と比べても低いものとな

っています。 

 

2.3道路 

 重点推進地区内には、国道 195 号、県道 236 号（土佐山田停車場線、通称：駅前通り）の大きな幅員

を持つ道路が縦横断しています。この道路を幹線として、地区内には網の目のように道路があります。

主要な道路である国道 195号、県道 236号は車の対面通行可能な道路ですが、その他の道路については、

幅員が狭い道路が多々見受けられます。 
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2.4消防水利 

重点推進地区内には、6基の防火水槽（学校のプール含む）があります。 

なお、40m3クラスの防火水槽では、消防団に配備しているポンプ車で 1 分間に 1,000 リットル放水し

た場合、約 40分間放水できます。 

 

図 重点推進地区内消防水利位置図 

2.5消防団 

重点推進地区を管轄する消防機関である香美市消防署及び消防団（土佐山田方面隊）の人員数と消火

資機材は、以下のとおりです。 

表 消防署、消防分団別の消火資機材、人員数 

消防署名 
職員数 

（実員） 

消防ポンプ自動車 

（水槽付き含む） 

香美市消防本部 10 
 

香美市消防署 30 2 

合   計 40 2 

 

消防団名 
団員数 

（実員） 
消防ポンプ自動車 小型動力ポンプ 

積載車 

（予備車含む） 

香美市消防団 団本部 3 
 

1 1 

山田分団 26 1 2 1 

佐岡分団 14 
 

3 2 

片地分団 25 1 2 1 

楠目分団 15 
 

2 1 

明治分団 13 
 

2 1 

岩村分団 15 
 

2 1 

植 分団 16 
 

2 1 

新改分団 28 
 

4 2 

繁藤分団 26 
 

2 1 

合   計 181 2 22 12 

※地区外にある防火水槽は表示していません。 

(40m3) 



 

8 

2.6自治会・防災会 

香美市には、2017年 1月時点で 176の自主防災組織が結成（組織率 97.3%）され、重点推進地区には、

以下の組織があります。 

 

表 重点推進地区の自治会・防災会 

町丁目 自治会 防災会 

西本町 1丁目 西本町 1丁目自治会 西本町 1丁目防災会 

西本町 2丁目 西本町 2丁目自治会 西本町二丁目自主防災会 

西本町 3丁目 西町 3丁目自治会 西町三丁目防災会 

西本町 4丁目 西町二自治会 西二町内会防災会 

西本町 5丁目 

旧西町一丁目自治会 西 1防災会 

町アパート自治会 新町 1丁防災会 

新町一自治会 
 

東本町 1丁目 東本町旭町 1丁目自治会 東本町･旭町 1丁目防災会 

東本町 2丁目 東本町旭町 2丁目自治会 東本町旭町 2丁目防災会 

東本町 3丁目 東本町旭町 3丁目自治会 東本町･旭町 3丁目防災会 

東本町 4丁目 東町中部自治会 東町中部町内北防災会 

東本町 5丁目 東町上一自治会 東町上一第一防災会 

百石町 1丁目 

東町上一自治会 東町上一第二防災会 

伏原自治会 東町上一第三防災会 

 
伏原防災会 

旭町 5丁目 
東町中部自治会 東町中部町内南防災会 

東町上一自治会 東町上一第三防災会 
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第 3章 重点推進地区の特性 

 

地震火災の危険性は、「出火しやすい環境」に加え、「延焼しやすい環境」、「消火しにくい環境」、「避

難しにくい環境」が、人命を左右するとされています。そのため、地震火災を考える上で、自分の住む

地域の特性を把握することは極めて重要なことです。 

本章では、重点推進地区の地震火災に対する特性を整理しています。 

 

 

 

 

 

                     ＋ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 地震火災の危険性を左右する地域の環境 

 

3.1地震による出火の危険性 

3.1.1地震火災の主な出火原因 

阪神・淡路大震災では、原因を特定できた火災のうち、最も多かった出火原因は、「電気器具類や配線

に関係する火災」で、約 61%となっています。なお、東日本大震災では約 70％でした。 

このような、電気器具類や配線に関係する火災は、地震の強い揺れによる建物の倒壊や、家具・家電

が転倒、散乱する状況の中で、電気ストーブや照明器具が可燃物と接触してしまうことにより、火災が

発生したのです。 

そのため、地震によって、大きな揺れが想定される地域は、出火しやすい環境にある地域であると言

えます。 

出火しやすい環境 
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3.1.2想定される地震と想定される揺れの大きさ 

 香美市で想定される大きな地震として、南海トラフ地震があります。この地震は、南海トラフ及びそ

の周辺の地域における地殻の境界を震源とする大規模な地震をいい、この中には南海地震や東南海地震、

東海地震などが含まれます。最新の科学的知見によれば、想定震源域全体を震源とする東海から九州に

かけて甚大な被害を及ぼす最大クラスの地震が起こる可能性があると言われています。 

 この地震が発生した場合、重点推進

地区では震度 6 強程度の揺れが発生

すると想定されています。この震度 6

強は、古い木造建物であれば多くの建

物が倒壊（全壊）する可能性のある強

い揺れです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 南海トラフ地震（最大ケース）が発生した場合の震度分布図 

 

図 南海トラフ地震の想定震源域図 

（高知県 HPより引用） 
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3.1.3高知県が実施した地震被害想定 

 高知県は、南海トラフ地震を対象として、地震被害想定の調査を行い、その結果を公表しています。

以下にその結果を示します。 

 

表 南海トラフ地震発生時の想定被害（調査：高知県） 

被害算定項目 条件 単位 高知県 香美市 

液状化被害 全壊 棟 1,100 ＊ 

揺れによる被害 全壊 棟 80,000 4,600 

急傾斜地崩壊被害 全壊 棟 710 30 

津波被害 全壊 棟 66,000 - 

地震火災被害 

冬深夜 棟 人 5,500 500 630（3.5） ＊ 

夏 12時 棟 人 6,800 580 880（4.6） ＊ 

冬 18時 棟 人 12,000 1,100 1,100（8） ＊ 

建物全壊・全焼棟数 
冬深夜 棟 153,000 5,200 

冬 18時 棟 159,000 5,700 

＊は、ごくわずかを示す。（ ）は、出火件数を示す。 

 

 この調査結果によれば、地震火災による被害は、冬 18 時が最大となり、高知県全体で約 12,000 棟に

対し、香美市は約 1,100棟（県全体の被害のうち、香美市で約 9%）の被害が発生することが想定されて

います。 

 

3.1.4重点推進地区の地震による出火の危険性 

 重点推進地区は、 

 ○南海トラフ地震が発生した場合、家屋が倒壊する可能性のある大きな揺れ（震度 6強）が想定され 

ている。 

 ○高知県が調査した南海トラフ地震の被害想定調査では、香美市全体として 8件の出火、1,100棟の全

焼被害が発生することが想定されており、人口密度が高い地区内で多くの被害が発生する可能性が

ある。 

 という状況下にあります。 

 

これらのことから、重点推進地区は、地震出火の危険性が高い地域であるということが言えます。 
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3.2延焼の危険性 

3.2.1延焼シミュレーション 

 高知県では、設定した重点推進地区に対して、延焼の危険性を把握することなどを目的に、火災延焼

シミュレーションを実施しています。県が行った火災延焼シミュレーションは、以下のような条件で実

施されています。 

表 火災延焼シミュレーションの条件 

建物 
重点推進地区の全ての建物について、様々な資料や調査から建物

構造を推計し、モデルを作成 

出火点 1点（一つの建物）からの出火 

気象 
風向き 夏、冬それぞれの季節で最も多く現れる風向き 

風速 夏、冬それぞれの季節で最大風速 

消防活動 延焼中は、消防による消火活動は行われない 

※火災延焼シミュレーションの内容について詳細に知りたい方は、「資料編 2 火災延焼シミュレーショ

ンの実施内容」をご参照ください。 

 

 火災延焼シミュレーションの結果は以下のようになっています。この結果を見ると、1つの出火点から

大きな延焼を及ぼす可能性があることがわかります。（その他の結果については、「資料編 3 火災延焼シ

ミュレーションの実施結果」をご参照ください。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 火災延焼シミュレーション結果（出火点：西本町 5丁目内 冬の場合） 

※色が付いている建物が延焼する可能性のある範囲。建物の色は、出火してから建物に着火するまでの時間を
示している。 

出火点 
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3.2.2重点推進地区の延焼の危険性 

 重点推進地区の火災延焼シミュレーション結果を見ると、建物が密集しており火を遮断するような緩

衝帯が少ないこと、木造建物が多いことなどの影響により、各出火点とも大きな延焼を及ぼす可能性が

あることがわかります。（「資料編 3 火災延焼シミュレーションの実施結果」をご参照ください。） 

 このような結果から、重点推進地区は、延焼の危険性が高い地域であると言えます。 

 

3.3消防活動の困難性 

3.3.1道路閉塞の危険性 

 地震時は、揺れによる建物倒壊によりガレキが発生し、道路閉塞する可能性があります。道路閉塞が

発生すると、その周辺での消火活動を行うことが難しくなります。 

このような道路閉塞について、想定される揺れの大きさ、道路の幅員などの情報を基に、幅員 4m以上

の道路に対して道路閉塞の危険性を評価したものが以下の図となります。 

 

図 道路閉塞率図（対象：幅員 4m以上の道路） 

 

この結果によれば、重点推進地区内の幅員 4m以上の道路は、道路閉塞率は低いと評価されています。

ただし、地区内には、評価の対象外となっている幅員 4m未満の道路が多くあります。このような幅員

4m未満の道路について道路閉塞率の評価は行われていませんが、道路の幅員が狭い道路ほど、道路閉塞

する可能性は高くなると考えられます。 

※色が付いている道路が評価対象としている幅員 4m以上の道路。道路の色は、黄色⇒赤色に応じて閉塞する可能性が
高い道路であることを示している。 



 

14 

3.3.2消防水利到達率 

道路閉塞などが生じた場合などを考慮して、防火水槽等が使用できる可能性を推定した結果を以下に

示します。この推定は、防火水槽等の位置、道路の幅員、建物の耐震性などから、防火水槽等が使用で

きる可能性を示しています。 

 

図 消防水利到達率図 

 

この結果によれば、一部では、消防水利を使用できる可能性が低くなっている地域がみられます。消

防水利が近隣に無い、また、幅員 4m以上の道路に接していないなどが原因となり、消防水利到達率が低

くなっていると考えられます。 

 

3.3.3重点推進地区の消防活動の困難性 

重点推進地区は、 

 ○幅員 4m以上の道路は、道路閉塞する可能性が低いと評価されている。ただし、当地区内には、幅員

4m未満の道路が多くあり、このような道路は閉塞する可能性があると考えられる。 

○消防水利が近隣に無い、幅員 4m以上の道路に接していないなどが原因となり、一部の地域で消防水

利を使用できない可能性がある。 

という状況下にあります。 

 

これらのことから、重点推進地区は、一部で消防活動が困難となる可能性がある地域であるというこ

とが言えます。 

 

※建物の色が消防水利到達率を示し、青⇒赤に対応して、消防水利が使用できない可能性が高まることを示している。 
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3.4避難の困難性 

3.4.1火災に対する安全な避難場所の考え方 

地震火災が発生し、命に危険を及ぼす可能性のあるときは、安全な場所に避難することが必要です。

火災から命を守るためには、火が届かない場所というだけではなく、「火炎からの輻射熱や温度」、「熱気

流からの温度上昇」を考慮して、火炎からある一定の距離以上離れた場所まで避難する必要があります。 

 

 

図 火災に対する安全な避難場所の考え方 

 

3.4.2重点推進地区の安全な避難場所 

重点推進地区内付近において、最も安全な避難場所として評価されている場所は、山田小学校、山田

高等学校となっています。このような学校施設はグラウンドがあるため火炎から一定の距離を保つこと

ができます。 

 

3.4.3避難経路閉塞の危険性 

地震時は、道路閉塞する可能性があるため、日常どおりに安全な避難場所へ避難することができると

は限りません。「3.3.1道路閉塞の危険性」で記載したとおり、重点推進地区内は幅員 4m未満の道路が多

く、このような道路は道路閉塞によって通行できなくなる可能性があります。 
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3.4.4避難場所到達率 

道路閉塞の可能性を踏まえ、安全な避難場所として評価されている山田小学校、山田高等学校まで到

達することのできる可能性について評価した結果が以下の図です。 

 

図 避難場所到達率図 

 

この結果によれば、山田小学校、山田高等学校まで概ね到達することができると評価されています。

一部建物において、到達する可能性が低いと評価されているものもありますが、これは、幅員 4m未満と

なる道路に囲まれ、幅員 4m以上の道路に接していないことが原因と考えられます。 

 

3.4.5重点推進地区の避難の困難性 

重点推進地区は、 

 ○安全な避難場所として評価されている場所は、山田小学校、山田高等学校である。 

○一部地域（幅員 4m以上の道路に接していない地域）では、道路閉塞により避難場所に到達すること

が困難と評価されている場所もあるが、地区全体としては概ね安全な避難場所まで到達することが

できると評価されている。 

という状況下にあります。 

 

これらのことから、重点推進地区は、安全な避難場所が 2つあり、道路閉塞を考慮しても避難場所ま

で避難することが可能である地域ということが言えます。 

 

 

 

※建物の色が避難場所到達率を示し、青⇒赤に対応して、避難場所に到達できない可能性が高まることを示して
いる。 

山田高等学校 

山田小学校 

避難場所到達率 
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第 4章 重点推進地区の住民の皆さんの意見 

 

 この計画では、重点推進地区の住民の皆さんの意見を反映するため、アンケート調査やワークショッ

プを実施しました。実施した内容及び目的は以下のようになります。 

 ①全世帯アンケート調査 

  主な目的：アンケート調査を通じた地震火災に対する啓発、個人が行う地震火災に対する課題や要 

望の聴取 

  調査内容：重点推進地区内の全世帯を対象としたアンケート調査 

 ②ワークショップ 

  主な目的：個人・地域・行政が行う地震火災対策に関する課題や要望の聴取 

  内  容：地域の代表の方に参加していただき、ワークショップ形式にて意見交換 

 ③ワークショップ後アンケート調査 

  主な目的：地域での地震火災に対する課題や要望の聴取 

  調査内容：地域の代表として参加したワークショップ出席者を対象としたアンケート調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 住民の皆さんの意見聴取と計画への反映 

ワークショップ 

 

個人レベルで考えている地震火災
に対する意見、課題、要望 

●自分の家は木造建物だから 
燃えやすいので、出火したら 
大変そうだなぁ 

 
●消火器が家にあるけど、 
どうやって使うんだろう 

 
●足腰が弱いから、無事に 
避難場所まで避難できるか 
とても心配だなぁ 

 

地域レベルで考える地震火災に 
対する意見、課題、要望 

●出火しないための対策を 
するために市に支援してほしい 

 
●うちの地域には消防に 
使える水がないぞぉ 

 
●私の地域には高齢者の 
方が多いので、避難には 
支援が必要だな 

全世帯アンケート調査 
ワークショップ後 
アンケート 

香美市地震火災対策計画へ反映 

抽出した課題・要望に対して、具体的な対策を検討 

個人、地域での意見、課題、要望を抽出し、整理 
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4.1全世帯アンケート調査 

 全世帯アンケート調査は、重点推進地区の 1,610 世帯を対象に行い、426票の回答を得ました。（有効

回収率 26.5%） 

 

表 全世帯アンケート調査の概要 

アンケート対象 重点推進地区の 1,610世帯 

調査実施期間 平成 28年 6月 27日～7月 14日 

実施方法 郵送による発送、回収 

質問内容 地震の危険度の認識 

地震火災に関する意識 

地震火災時の避難 

出火原因とブレーカー 

地震や火災への備え 

自主防災に関する取り組み状況や認知度 など 

回収状況 配布数 1,610票  

有効回収数 426票  

有効回収率 26.5%  

 

 全世帯アンケート調査結果の概要は次頁以降のとおりとなっています。（アンケート調査結果の詳細に

ついては、「資料編 4 アンケート調査について」をご参照ください。） 

 



 

19 

 

 

 

■南海トラフ地震は 30年以内に発生すると思いますか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■震度 7の大地震によって自宅はどのような被害を受けると思いますか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■大地震が発生したとしたら、どのような危険性があると思いますか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

南海トラフ地震の危険度の認識は高く、多くの人は家屋が全壊または半壊すると考えており、

家具の転倒によるケガや家屋からの出火などを心配している。 

必ず発生す

ると思う

34%

発生の可能

性はあると

思う

54%

発生しない

と思う

2% わから

ない

9%

無回答

1%

全壊に近い

状態

29%

半壊に近い

状態

34%

住み続けら

れる程度の

壊れ方

22%

ほとんど被

害なし

2%

わからない

12%

無回答

1%

60%

73%

6%

3%

46%

53%

69%

4%

6%

2%

1%

家屋から出火する心配がある

家具が倒れてケガをする心配がある

地盤沈下や液状化が起きる心配がある

がけ崩れや土砂災害が起きる心配がある

火災が広がりやすい

ブロック塀などが倒れ、避難のじゃまになる

電話が通じなくなる

特に大きな危険はない

わからない

その他

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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■避難を開始するきっかけは何ですか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■自宅から避難場所へ逃げる経路を日頃から考えていますか？ 

 「考えている」と答えた方は、避難場所まで行けると思いますか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■避難場所へ逃げる経路を考えている方が危険と思うものは？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自宅に火災が迫るまで避難しない人は約6割である。また、避難経路を考えている人のうち、

約 3 割は、状況によっては避難場所まで行けないと感じている。その理由として、家屋やブロ

ック塀の倒壊による避難経路の閉塞が大半を占める。 

自宅の周り

で火災の発

生が確認で

きたかどう

かに関わら

ず

23%

遠くで火災

が発生して

いれば

11%

自宅のすぐ

近くに火災

が迫って来

たら

54%

自宅に火災

が迫ってき

ても、消火

活動を行う

ため避難し

ない

7%

その他

3%

無回答

2%

考えている

67%

考えていな

い

16%

無回答

17%
どのような

状況でも避

難場所まで

行ける

54%
状況によっ

ては避難場

所まで行け

ない

32%

わからない

9%

無回答

5%

69%

16%

3%

6%

3%

26%

27%

6%

6%

家屋やブロック塀等が倒れて経路がふさがれる

火災や倒壊で経路がふさがれると代わりのルートがない

橋が壊れて通行できない

段差ができて通行できない

経路が液状化して通行できない

車が渋滞して歩行や車の通行が困難になる

歩行者で混雑して歩行や車の通行が困難になる

その他

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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■自宅で出火原因になると思うものは？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地震や火災への備えとして現在行っている対策は？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地震火災に効果が高いと思う対策は？ 

 

 

 

 

 

 

53%

5%

34%

27%

37%

40%

29%

12%

9%

4%

32%

40%

22%

4%

5%

火災警報器の設置

感震ブレーカーの設置

家具の転倒防止

ストーブ等の周りに物を置かない

ストーブ等は転倒時に火が消える安全装置付の器具を使用している

消火器の設置

風呂水の汲み置き

耐震診断の実施

耐震改修の実施

家屋の建替え

避難経路、避難場所の確認

非常用持出袋の準備

地震時に家族等が別の場所にいた場合の連絡方法・集合場所の設定

その他

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

37%

59%

48%

34%

29%

41%

34%

15%

20%

7%

26%

32%

24%

2%

9%

火災警報器の設置

感震ブレーカーの設置

家具の転倒防止

ストーブ等の周りに物を置かない

ストーブ等は転倒時に火が消える安全装置付の器具を使用している

消火器の設置

風呂水の汲み置き

耐震診断の実施

耐震改修の実施

家屋の建替え

避難経路、避難場所の確認

非常用持出袋の準備

地震時に家族等が別の場所にいた場合の連絡方法・集合場所の設定

その他

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

主な対策は火災警報器の設置や安全装置付き器具の使用等で、効果が高い対策は感震ブ

レーカー・消火器の設置、家具の転倒防止等となっている。 

41%

24%

19%

19%

24%

70%

3%

7%

8%

1%

2%

ストーブなどの暖房器具の転倒

ストーブなどの暖房器具に燃えやすいものが落下

ガスコンロが転倒

ガスコンロに燃えやすいものが落下

ＬＰガスボンベから出火

電気配線やコンセントでのショート

熱帯魚用ヒーターの過熱

ローソクの転倒や落下

わからない

その他

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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■地震火災への備えとして、効果が高いと思う対策の割合と現在行っている対策の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※グラフの縦軸は、効果が高いと思う対策 

     横軸は、現在行っている対策の割合を表しています。 

火災警報器の設置

感震ブレーカーの

設置

家具の転倒防止

ストーブ等の周りに物

を置かない

ストーブ等は転倒時に

火が消える安全装置付

の器具を使用している

消火器の設置

風呂水の汲み置き

耐震診断の実施

耐震改修の実施

家屋の建替え

避難経路、避難場所の

確認

非常用持出袋の準備

地震時に家族等が別の

場所にいた場合の連絡

方法・集合場所の設定

その他
0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

効
果
が
高
い
と
思
う
割
合

行っている割合

効果が高いと思う対策ほど取り組まれる傾向である。ただし、「感震ブレーカーの設置」、「耐

震改修の実施」、「家具の転倒防止」は効果が高いと思われる割合ほどは、取り組まれてはい

ない。 
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■この 1年以内で防災訓練に参加したことはありますか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■地震や火災への備えとして現在行っている対策は？防災訓練参加あり・なし別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災訓練への参加（1 年以内）は約 5 割程度にとどまっているが、参加した方は、参加しない

方に比べ、地震火災対策を実施している割合が全体的に高い。 

１回も参加

したことは

ない

52%

１回以上参

加した

46%

無回答

2%

50%

4%

29%

27%

36%

30%

21%

10%

7%

2%

21%

29%

17%

4%

6%

56%

5%

41%

27%

37%

52%

38%

15%

12%

6%

46%

51%

29%

3%

3%

53%

5%

34%

27%

37%

40%

29%

12%

9%

4%

32%

40%

22%

4%

5%

火災警報器の設置

感震ブレーカーの設置

家具の転倒防止

ストーブ等の周りに物を置かない

ストーブ等は転倒時に火が消える安全装置付の器具を使用している

消火器の設置

風呂水の汲み置き

耐震診断の実施

耐震改修の実施

家屋の建替え

避難経路、避難場所の確認

非常用持出袋の準備

地震時に家族等が別の場所にいた場合の連絡方法・集合場所の設定

その他

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

1回も参加したことがない

1回以上参加した

全体
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■あなたの世帯には要配慮者がいますか？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要配慮者：避難する時に助けが必要な方（高齢者、障害のある方、乳幼児、小学生、妊産婦等） 

 

■避難の手段は何を想定していますか？要配慮者のあり・なし別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要配慮者がいる世帯の割合は約 4 割程度である。また避難手段は、要配慮者の有無にかか

わらず、徒歩を考えている人が 9 割以上である。そのため、要配慮者のいる世帯では、安全

な場所まで避難するための避難時間について考えておく必要がある。 

いる

43%

いない

51%

無回答

6%

94.1%

93.9%

93.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

要配慮者がいる

要配慮者がいない

徒歩 車いす 自転車 バイク 車 その他 無回答

94.1%

93.9%

93.7%

2.6%

3.5%

2.1%

1.1%

2.1%

1.5%

0.9%

2.1%

0.4%

0.9%

80% 82% 84% 86% 88% 90% 92% 94% 96% 98% 100%

全体

要配慮者がいる

要配慮者がいない

拡大 
徒歩 車いす 自転車 バイク 車 その他 無回答

徒歩 車いす 自転車 バイク 車 その他 無回答
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■避難を開始するきっかけは何ですか？要配慮者のあり・なし別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■自宅から避難場所への経路についてどんな危険がありますか？要配慮者のあり・なし別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要配慮者がいる方は避難のタイミングがやや早まるが、大きな差異は見られない。これに対

し、家屋やブロック塀等が倒れて経路がふさがれることを約 7割の方が心配していることに加

え、避難手段は大半の方が徒歩であることを踏まえると、早めに避難を開始することが必要

であると考えられる。 

22.7%

22.3%

22.1%

11.1%

15.4%

7.7%

54.6%

52.6%

56.7%

6.9%

6.3%

7.7%

2.7%

1.1%

3.8%

2.0%

2.3%

1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

要配慮者がいる

要配慮者がいない

自宅の周りで火災の発生が確認できたかどうかに関わらず避難を開始する

遠くで火災が発生していれば避難を開始する

自宅のすぐ近くに火災が迫って来たら避難を開始する

自宅に火災が迫ってきても、消火活動を行うため避難しない

その他

無回答

70%

14%

1%

4%

1%

25%

25%

8%

5%

71%

19%

4%

7%

3%

26%

27%

4%

5%

69%

16%

3%

6%

3%

26%

27%

6%

6%

家屋やブロック塀等が倒れて経路がふ

さがれる

火災や倒壊で経路がふさがれると代わ

りのルートがない

橋が壊れて通行できない

段差ができて通行できない

経路が液状化して通行できない

車が渋滞して歩行や車の通行が困難に

なる

歩行者で混雑して歩行や車の通行が困

難になる

その他

無回答

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

要配慮者がいない

要配慮者がいる

全体
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自由意見における対策の要望 意見数 

感震ブレーカーの設置補助、配布の要望 4 

消火器の設置の要望 8 

消防水利の増設の要望 2 

避難場所の確保、避難支援の要望 4 

訓練（避難誘導、避難方法等）の要望 4 

耐震改修、空き家撤去等の建物に関する要望 11 

自主防災組織等への支援に関する要望 3 

行政からの啓発、周知に関する要望 5 

 

4.2ワークショップ後アンケート調査結果概要 

 ワークショップ後アンケート調査は、第 1 回ワークショップ後に、ワークショップ参加者を対

象に調査を実施しています。主な調査結果は以下のとおりです。（アンケート調査結果の詳細につ

いては、「資料編 4 アンケート調査について」をご参照ください。） 

 

■ワークショップの内容について、あなたが特に興味を持った点は？ 

 

 

  

50% 

67% 

56% 

72% 

17% 

6% 

6% 

座学（地震火災とは、山田地区の特性）について 

延焼シミュレーション結果について 

火災に対する避難場所について 

グループ討議での対策や課題について 

今後の予定について 

今回のワークショップでは特に周知する内容はなかった 

その他 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自由意見では、火災対策における様々な要望や懸念している事項が見られた。火災

対策における要望事項について主な意見をとりまとめると、耐震改修、空き家撤去等

の建物に関する要望が最も多く、その他、消火器の設置や行政からの啓発・周知に関

する要望が多く見られた。 
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■あなたのお住まいの自治会や防災会で、特に問題と思われること、不安だと思うことは？ 

 

 

■地震火災が発生して避難をする場合に、問題・不安であることはどのようなことか？ 

 

 

■あなたの住む自治会で、今後必要な防災・減災活動は何だと思いますか？ 

 

44% 

28% 

33% 

67% 

89% 

50% 

56% 

61% 

0% 

0% 

組織自体の体制(（役員（リーダー）の担い手がいない）) 

市との連携が不足、困難 

組織としての活動内容 

組織への未加入者の増加 

住民の高齢化、人口減少 

住民の近隣関係の希薄化 

地区行事、訓練等への参加者の固定化 

要配慮者への支援体制 

特に問題、不安はない 

その他 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

39% 

22% 

6% 

56% 

39% 

17% 

どのようなタイミングで避難を開始すればよいかわから

ない 

どのような方向に避難をすればよいかわからない 

避難を呼びかけるリーダーがいない 

要配慮者の支援ができない 

地区内に住む住民への呼びかけが難しい 

その他 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

67% 

50% 

44% 

22% 

61% 

33% 

50% 

33% 

0% 

連絡網づくり 

地域行事・活動への参加促進 

市や消防団との連携強化 

防災訓練や防災に関する研修会などの増加 

要配慮者への支援体制づくり 

避難場所や避難ルートなどの決定 

建物の耐震化 

防災・減災の資機材の確保 

その他 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%



 

28 

4.3火災対策に関するワークショップ 

地震火災対策の検討を進めるにあたり、「出火防止」、「延焼防止」、「安全な避難」について、自

治会・防災会などの地域住民の皆さんのご意見をお伺いするため、ワークショップを開催しまし

た。ワークショップは、以下の要領にて 2回に分け実施しています。 

 

表 第 1回ワークショップ 

プログラム  

1．開会あいさつ 

・開会あいさつ 

・ワークショップの主旨、目的、全体スケジュール 

 

2．地震火災とは 

地震火災とは 

・地震火災とは 

・過去の地震火災 

・高知県内の過去の地震火災 

・地震火災の主な発生要因 

・消防署、消防団の限界 

・初期消火の重要性 

重点推進地区の地震火災の特性について 

・南海トラフ地震による被害想定 

・重点推進地区の地震火災特性（延焼、消火、避難） 

・住民アンケート（地震火災に対する意識） 

 

3．ワークショップの作業の進め方 

・作業方法の説明 

 

4．グループ討議 

討議① 

出火防止・延焼防止に関する問題や対策を考える 

・「自ら行う対策（自助）」、「地域で行う対策（共助）」、「行政が行う対策（公助）」 

1）出火を防止するための対策 

2）延焼を防止するための対策 

 

討議② 

安全な避難に関する問題や対策を考える 

・自分が逃げる避難ルートを図上で確認しながら、問題や対策を考える 

1）どこへどうやって逃げればよいですか？ 

安全な避難場所・避難ルートの検討 

2）どうなったら逃げ始めますか？（避難のタイミング） 

延焼火災を知る方法・伝える方法は？ 

3）要配慮者への対応はどうしますか？ 

要配慮者への支援（サポート）はどうしますか？ 

 

5．閉会あいさつ 

・次回ワークショップ概要 

・今後の作業の進め方 

・閉会あいさつ 

 

6．アンケートの記入 
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表 第 2回ワークショップ 

プログラム  

1．開会あいさつ 

・開会あいさつ 

・ワークショップの主旨、目的、全体スケジュール 

 

2．アンケート調査結果 

・アンケート結果（重点推進地区内全世帯に対するアンケート結果、第 1回ワークショップ

後のアンケート結果） 

 

3．香美市地震火災対策計画（骨子案） 

・骨子案の説明 

 

4．ワークショップの作業の進め方 

・作業方法の説明 

 

5．グループ討議 

討議① 

各グループの意見を踏まえて、改めて、出火防止・延焼防止に関する問題や対策を考える 

・「自ら行う対策（自助）」、「地域で行う対策（共助）」、「行政が行う対策（公助）」 

1）出火を防止するための対策 

2）延焼を防止するための対策 

討議② 

各対策について、対策の優先度を考える。 

 

6．発表 

各グループの代表者が 1班約 3分程度で、考えた対策や対策の優先度について発表する。 

 

7．質疑・応答 

 

8．閉会あいさつ 

・今後について 

・閉会あいさつ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        第 1回ワークショップの様子         第 2回ワークショップの様子 

 

（ワークショップについての詳細な内容・資料は、「資料編 5 ワークショップについて」をご参

照ください。） 
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①第 1回ワークショップの結果 

第 1回ワークショップでは、参加者の協力の下、「出火・延焼防止対策」、「安全な避難対策」に

ついて意見をとりまとめました。結果は以下のとおりとなっています。 

 

表 【テーマ】出火防止・延焼防止に関する問題と対策 

  自ら行う対策（自助） 地域で行う対策（共助） 行政が行う対策（公助） 

出
火
防
止
対
策 

問
題 

・ローソクやストーブからの出

火 

・電器配線からの漏電、出火 

・感震ブレーカーの位置が高す

ぎる 

・感震ブレーカーの設置が少な

い 

 

・高齢者への周知方法（ガス等

の使用） 

 

対
策 

・普段、火を使った時は必ず消

したか確認する 

・各戸が出火させない意識を持

つ 

・感震ブレーカーの設置 

・消火装置付きの器具に変える 

・日々、電気機器の安全管理 

（点検等）を行う 

・オール電化の推進 

・震災の発生時の避難する時、

主電源かブレーカーを切って

から避難する 

・震災後の再通電時、電気機器、

ガス器具の安全点検 

・使っていない電源は切る 

・ガス栓の確認 

・家具・家電等の転倒防止 

 

・防災対策を示したマップを作

成する 

・となり同志で声を掛け合う 

・（地震直後の停電後）通電の際

の告知 

・感震ブレーカーの補助 

・消火装置付きコンロ等への買

い替え補助 

延
焼
防
止
対
策 

問
題 

・消火器で対応できる範囲がど

の程度かわからない 

・火災に対する意識不足 

・ストーブ（煙突）が心配 

・消火器を置いてない家庭があ

る 

・消火器の扱い方（使用方法）

や、効果の程度がわからない 

 

・水利ポイントをだれも知らな

い 

・消火器が不足している 

・消火器の使い方がわからない 

・消火器管理方法 

・消防団との協力方法 

・空き家が多い 

・消防水利が不足 

・消火器が足りない 

・家が密集しすぎている 

対
策 

・消火器設置 

・風呂に水を溜めておき、風呂

水を利用する 

・延焼シミュレーションを活用

して、住民の防災に対する意

識の向上を図る 

・初期消火の対応 

・消火器を増やす 

・井戸水など地下水を活用する 

・消火活動訓練をする 

・初期消火を心がける 

・初期消火の訓練を地区で行う 

・日頃よりとなり近所のつき合

いを密にしておく 

・消火器又は布、毛布等を使う

（小さい火の時） 

・消火器の設置、補助 

・水路に水を流し、利用可能に

する 

・水の確保（井戸の活用） 

・可搬式ポンプ等への補助や配

布 

・空き家対策を行う 

・延焼が増大する物を撤去する 

・市民の意識を高める 

・区画整理する 
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表 【テーマ】避難に関する問題と対策 

  自ら行う対策（自助） 地域で行う対策（共助） 行政が行う対策（公助） 

避
難
場
所 

問
題 

・有事の場合の対処方法を事前

に決めているか、適切に対処

できるか 

・その時の状況に応じて避難場

所を決められるか 

 

・夜中の点呼はむずかしいので

は 

・避難場所に行っても閉まって

いる（鍵の所有者） 

 

対
策 

・家族会議等を行い、事前にど

こに避難するか決めておく 

・日頃から整理整頓をしておき、

有事の際にすぐ避難できるよ

うにする 

・避難場所は、いくつかの候補

場所を決めておく 

 

・“避難済み”カードを各戸に配

布する 

・一次避難場所を決めておく 

・避難訓練を実施する 

・近くの空地、田畑など緊急避

難地へ一時的に逃げる 

・避難場所の耐震化 

・福祉避難所の確保 

・空き家を更地にして避難場所

に利用する 

・ハザードマップの作成 

避
難
経
路 

問
題 

・ブロック塀等の倒壊のおそれ

がある場合にどのように避難

するか 

・夜中の避難はどうするの？ 

・ブロック塀の倒壊等が心配 

・水路に架かる橋梁が落橋する

と避難出来なくなる 

・ブロック等の倒壊のおそれが

ある 

 

対
策 

・避難経路は、一つだけではな

く、2次ルート、3次ルートな

ど、数ルートを作っておく 

・地域として避難経路を周知し

ておく 

・水路に架かる橋梁の耐震化 

・電柱対策 

・電線埋設化 

・高齢者の対応 

・防災地図の作成 

 

避
難
の
タ
イ
ミ
ン
グ 

問
題 

・余震がいつくるか分からない

のでタイミングが分からない 

・消火のタイミングはどのよう

にすればよいか 

・避難の伝え方はどのようにす

ればよいか 

・自治会未加入者への連絡 

 

 

対
策 

・煙が見えたら早めに逃げる 

・風向きや延焼速度によって方

向を決める 

 

・防災サイレンで情報周知 ・防災無線の設置 

要
配
慮
者
へ
の
対
応 

問
題 

・寝たきりの人、一人ぐらしで

行動力のない人、歩行困難な

方はどのように避難するか 

・公開を望まない要配慮者が多

い 

・防災会に入っていない方への

対応 

 

・個人情報をどのように確保す

るか 

対
策 

・避難できない人、できにくい

人などを事前に把握しておく 

・日頃の声掛け 

・家具の固定 

・各家庭で対応 

 

・避難カードの作成と配布 ・要配慮者のデータを提供する 
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②第 2回ワークショップの結果 

第 2回ワークショップでは、第 1回ワークショップで参加者が考えた意見の対策の優先度につ

いて検討していただきました。結果は以下のとおりとなっています。 

※優先度が同じグループ内で重複した意見は削除しています。また、重複した意見でも、優先

度のグル―プが異なる場合は、削除せずに記載しています。 

 

表 対策の優先度の検討結果（出火） 

項目 自ら行う対策（自助） 地域で行う対策（共助） 行政が行う対策（公助） 

出
火 

問
題 

優先度：高 

□初期出火件数、わからない 

□古い機器を使っている 

□消火器の設置していない家庭がある 

優先度：高 

□火災対策が地域全体に伝達できていな
い 

優先度：高 

優先度：中 

□ローソク 

□ストーブ 

□電気配線 

□キッチン（台所） 

□ガスコンロ 

□地震による火災原因。電気機器の配線
に関する出火が多い原因 

□電気器具の漏電 

□延長コード、ソケット 

□コンセントのゴミ 

□消火器の扱い 

□感震ブレーカーの設置が少ない 

□感震ブレーカーの高さ（位置） 

□個人の初期消火の限界 

優先度：中 

□高齢者の方々への周知 

□消防団と防災 

□高齢者の不要時で（ガス等の使用） 

優先度：中 

□行政からの補助 

□水の確保 

□消火器への補助・充実 

優先度：低 優先度：低 優先度：低 

対
策 

優先度：高 

□感震ブレーカーの設置、促進 

□各戸が出火させない意識を持つこと 

□消火器の設置 

□震災の発生時の避難する時、主電源か
ブレーカーを切ってから避難する 

□使っていない電源は切る（特に夜） 

優先度：高 優先度：高 

□町内会に入れるような対策（地域全体） 

□消火器への配布・補助 

□感震ブレーカーへの補助 

□火災警報器の点検（消防署からのお知
らせで） 

優先度：中 

□住民の防火に対する意識の向上を図る 

□震災後の再通電時、電気機器、ガス器
具の安全点検 

□冬、ストーブを消す 

□ガス栓の確認 

□普段、火を使ったときは必ず消したか
確認する。 

□ブレーカーを切る 

□ガスの元栓を閉める 

□各家庭が必ず消火器を置く 

□消火器設置 

□消火器の詰め替え 

□市等の補助が必要 

□消火装置付きの器具に変える 

□日々の電化管理 

□家具、家電機器の倒れ防止対策 

□天井へ到達の場合は避難 

□風呂の水を溜めておく 

優先度：中 

□消火器（本物）の使い方訓練、初期消
火の訓練を地区で行っておく 

□日頃より隣近所の付き合いを密にして
おく 

□となり同士で声を掛け合う、近隣との
共助 

□地区のマップを作っておく 

□消防署から回覧板を作ってほしい 

 

優先度：中 

□消火装置付きコンロ買い替え補助 

□感震ブレーカーの全戸設置、補助 

□通電の際の告知 

□防災無線の整備 

□期限切れの消火器を年 1度ぐらい行政
で処分していただきたい 

□井戸の活用 

 

優先度：低 

□オール電化、消火器 

優先度：低 優先度：低 

□町内会の区割を整理してほしい 

※表中の優先度は、ワークショップ内で参加者による検討で優先度を決定したもの 
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表 対策の優先度の検討結果（延焼） 

項目 自ら行う対策（自助） 地域で行う対策（共助） 行政が行う対策（公助） 

延
焼 

問
題 

優先度：高 優先度：高 

□避難路の確保（ブロック塀の倒壊） 

優先度：高 

□ブロック塀の危険箇所の調査 

 

 

 

優先度：中 

□消火器で対応できる範囲を知る 

□ストーブ（煙突） 

□延焼シミュレーションの活用 

□住民の防災に対する意識の向上を図る 

□空き家が多い？電源が「入」の家も 

 

 

 

優先度：中 

□水利ポイントを誰も知らない 

□消火器を増やしたい 

□家屋の接近 

優先度：中 

□家がつみすぎている 

優先度：低 優先度：低 優先度：低 

□空き家の実態調査 

 

 

 

対
策 

優先度：高 

□水の汲み置き（バケツ） 
風呂水 

□消火器の各戸設置 

□感震ブレーカーの設置 

優先度：高 

□防災訓練（9月） 

 炊出し 

□町内会への加入を増やす（横のつなが
り強化） 

 

優先度：高 

□感震ブレーカーの補助 

□街角に消火器を設置、消火器の補助 

□延焼を増大する物の撤去 

□区画整備 

□手動のポンプ設置 

□町内会への加入を増やす（横のつなが
り強化） 

 

 

 

優先度：中 

□消火器 

□風呂水の利用 

□生垣、植栽の推進 

□多少の余裕があれば電源を切り、ガス
の元栓は閉める 

□初期消火の対応 

優先度：中 

□消火水源の確保（井戸） 

□雨水をためる仕組み（大きなタンク） 

□井戸水など地下水の活用 

□町内会加入の推進 

□消火活動訓練 

□初期消火を心がける 

□市民の意識を高める 

 

優先度：中 

□可搬式ポンプ等への補助や配布 

□誰でも分かる場所に消火器やホースを 

□水利できる場所の告知 

□市民が利用できる水の確保 

□水路に水を流す 

□井戸の水の利用 

□要援護者の名前等の情報開示 

□町内会加入の推進 

□道路の整備 

□空き家対策 

 

 

 

優先度：低 優先度：低 優先度：低 

 

 

 

※表中の優先度は、ワークショップ内で参加者による検討で優先度を決定したもの
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4.4アンケート調査結果及びワークショップ結果のまとめ 

 アンケート調査結果及びワークショップ結果から、「出火防止対策」、「延焼防止対策」、「安全な

避難対策」について、住民の主な意見をまとめると以下のとおりとなります。 

 

4.4.1出火防止対策 

 出火防止対策において、最も要望が高い対策は、感震ブレーカーの設置に関するものとなって

います。ワークショップにおいても全グループにおいて同一意見が出されていることに加えて、

優先度も高いと考えられています。またその他、ワークショップでは住民の一人ひとりが火の始

末の心がけをもつことが重要だとの意見が多く出されています。 

表 アンケート調査及びワークショップ結果のまとめ（出火） 

分類 求める対策 アンケート調査 
同意見が出た

グループ数 
優先度 

個人 

感震ブレーカーの設置 59% 4/4 高 

火災警報器の設置、点検 37% 1/4 高 

安全装置付き電化製品の利用 29% 3/4 中 

転倒防止 48% 1/4 中 

建物耐震化 35% 0/4 - 

火の始末の心がけ（意識向上） 34% 4/4 高 

地域 

防災マップの作成 - 2/4 中 

地域内の連携強化 - 3/4 中 

初期消火訓練 - 2/4 中 

行政 

感震ブレーカーの補助 - 4/4 高～中 

地域への支援 - 1/4 高 

安全装置付き電化製品への補助 - 1/4 中 

 

4.4.2延焼防止対策 

延焼防止対策において、最も要望が高い対策は、消火器の設置に関するものとなっています。

地域においては、消防水利の確保の要望が多く出されています。 

表 アンケート調査及びワークショップ結果のまとめ（延焼） 

分類 求める対策 アンケート調査 
同意見が出た

グループ数 
優先度 

個人 
消火器の設置 41% 3/4 高～中 

風呂水の汲み置き 34% 3/4 高 

地域 

消火訓練 - 2/4 中 

地域での消防水利確保 - 3/4 中 

初期消火に対する意識向上 - 2/4 中 

行政 

消火器への補助 - 4/4 高～中 

空き家対策 - 3/4 中 

消防水利の確保 - 4/4 高～中 

延焼に強いまちづくり - 2/4 高～中 
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4.4.3安全な避難対策 

安全な避難対策においては、各対策について顕著な差異はありませんが、避難に備え、事前に

避難場所や避難ルート等を確認しておくことが重要であると考えられています。また、このよう

な事前準備にあわせ、防災マップを作成することなどが対策として挙げられています。 

 

表 アンケート調査及びワークショップ結果のまとめ（避難） 

分類 求める対策 アンケート調査 
同意見が出た

グループ数 

個人 

避難場所の事前確認 26% 2/4 

非常時持ち出し品の準備 32% 1/4 

避難時の集合場所、避難方法の確認 24% 2/4 

地域 

避難ルートの確保、周知 - 2/4 

避難の声掛け - 2/4 

避難カードの作成 - 2/4 

連絡網の整備 - 2/4 

行政 

防災マップの作成 - 2/4 

避難場所の確保（避難場所の耐震化） - 2/4 

避難ルートの確保（橋梁の耐震化など） - 3/4 

防災無線等連絡手段の確保 - 2/4 

 

 これらのアンケート調査結果及びワークショップ結果の意見は、「第 5 章 地震火災の具体的な

対策」に反映しています。 
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第 5章 地震火災の具体的な対策 

 

 本章では、南海トラフ地震発生時に想定される「地震火災」による人的被害の軽減を図ること

を目的に、まずは、個人の家から火を出さないための「出火防止」、出火しても個人による初期消

火や地域による消火により火災の拡大を防ぐ「延焼防止」、さらに、延焼が拡大した場合でも命を

守るための「安全な避難」の 3 つの視点から、香美市、住民、地域及び事業者が事前に取り組む

べき具体的な対策と取り組みの進め方を示したものです。具体的な対策については、高知県地震

火災対策指針や「第 4章 重点推進地区の住民の皆さんの意見」などを参考に取りまとめています。 

 

 

5.1出火防止対策 

5.1.1基本的な考え 

 

 

 

 

平時の火災であれば、消防署や消防団の消防力を集中して消火活動を行うことができますが、

地震による火災は同時多発的に発生し、消防の対応力を超えてしまうことが想定されます。その

ため、発生したすべての火災に対して十分な消火活動を行うことが困難となります。 

また、木造住宅が密集する地域では、家屋やブロック塀などの倒壊により道路が閉塞し、火災

現場に消防車両が入って行けない場合があります。こうした地域では、ひとつの出火から大規模

な火災に発展する可能性もありますので、特に火を出さない「出火防止」に努めることが重要と

なります。 

阪神・淡路大震災や東日本大震災での出火原因を見てみると、電気やガス・石油器具類に起因

するものが約 8 割を占めています。これらの出火は、揺れにより損壊した家の部材や衣服等が発

熱した器具に接触し、着火した可能性が高いと考えられています。 

このことから、出火を防ぐために、1）火の始末、2）電気器具類からの出火防止対策、3）ガス・

石油器具類からの出火防止対策、4）住宅損壊・家具転倒による出火防止対策、の 4つの対策を推

進します。 

 

  

○地震火災は同時多発的に発生し、通常の消防力（消防署・消防団）による消火活動だけでは

対応が困難となることが想定されます。このため、火を出さない「出火防止」の対策は特に

重要となります。 
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5.1.2具体的な対策 

1）火の始末 

 

 

 

（1）個人が行う取組 

① 火の始末の実施 

地震が発生した場合は、身の安全を確認し、揺れがおさまったら、電気ストーブなど

発熱器具のスイッチを切る（コンセントからプラグを抜く）、ガスの元栓を閉める、スト

ーブ等に接触した可燃物を取り除くなど、出火につながる原因を断ち切り、「火の始末」

が行えるような習慣を身につけておくことが重要です。 

（2）地域が行う取組 

① 声の掛け合いによる火の始末の意識向上 

     日常時から、「火の始末」を心がけるよう地域全体で声の掛け合いや地域の防災ブック

を作成するなど、地域全体の「火の始末」に対する意識向上を図りましょう。 

（3）行政が行う対策 

① 火の始末に関する啓発 

揺れを感じたら身の安全を確保するとともに、揺れがおさまったら火の始末を行うよ

う、広報誌やホームページを通じて、住民に広報します。 

 

2）電気器具類からの出火防止対策 

 

 

 

 

 

※参考 通電火災とは 

過去の大規模地震に伴う電気火災の発生事例を踏まえると、家屋等における電気に起 

因する出火は以下のような箇所で発生する可能性が考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

感震ブレーカー等の性能評価 ガイドライン 平成 27年 2月 内閣府 

○地震の揺れを感じた際には、火災の発生を防止するため、揺れがおさまったら火の始末を

行うことが重要です。 

○地震時には揺れや転倒によって自動的に電源が切れる安全装置付きの電気器具類への買い

替えや、送電の復旧により、転倒・落下した可燃物がヒーターに触れ火災が発生する「通

電火災」に対する対策が必要です。 
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（1）個人が行う取組 

① 感震ブレーカー等の設置 

地震では、揺れによって一旦停電した場合でも、送電が復旧すると住宅所有者が意図

しないまま家屋への通電が再開されるため、一定以上の揺れを感知した場合に自動的に

電気を遮断する「感震ブレーカー等」を設置することが電気に起因する出火の防止に極

めて有効です。 

感震ブレーカー等には、住宅内の全ての電気を遮断する「分電盤型タイプ」やコンセ

ントごとに電気を遮断する「コンセントタイプ」、おもりやバンドによってブレーカーを

落とす「簡易タイプ」などがあり、家屋の電気設備や器具の状況に応じたタイプを選択

し、設置に取り組みましょう。 

 

※参考 感震ブレーカーの種類 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 安全装置付きの電気器具類の使用 

平成 18年以降に製造、輸入された電気ストーブなどには、地震対策として、倒れたり

した時などに電源が自動的に切れる安全装置が付いています。それ以前の製品を使用し

ている場合は、安全装置の有無を確認し、備わっていない製品は取り替えについて検討

してみましょう。 

 

③ 可燃物の転倒・落下防止 

地震の揺れで家具や衣類などの可燃物が転倒または落下し、電気ストーブなどに接触

していた場合は、出火する可能性があります。 

そのため、家具の固定を進めるほか、電気ストーブなどの周辺には可燃物の落下等が

起こらないよう日頃から心がけましょう。 

 

④ 電気火災に対する防火意識 

日頃から、家族で電気のブレーカーの位置や操作を確認しておくことや、避難をする

時には必ずブレーカーを落とすことを意識しておきましょう。 

 

（2）行政が行う対策 

① 出火防止対策の啓発 

出火防止には住民一人ひとりの普段からの心がけが重要です。地震火災の原因は、電

気に起因するものが最も多いことから、感震ブレーカー等の有効性や、電気機器の買い

替え、可燃物の転倒・落下防止などの必要性を、広報誌やホームページを通じて、住民

に啓発します。 

一定の震度を感知して、コ

ンセントごとに電気を遮断

するタイプ 

コンセントタイプ 

分電盤に取りつけ、一定の

震度によりおもり玉の落

下又はバネの作用により

ブレーカーを落とすタイ

プ 

簡易タイプ 分電盤型タイプ 

一定の震度を感知して電気を遮

断する機能が付いた分電盤で、住

宅内のすべての電気を遮断する

タイプ 
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※参考 地震火災対策リーフレット（高知県作成） 

（香美市公式ホームページにも掲載されています。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 感震ブレーカー等の認知・普及 

感震ブレーカー等は、電気を自動的に遮断できることから、電気器具による出火を防

ぐことができます。また、出火元を減らすことで、火災拡大の可能性を低減させること

が期待できます。 

このため、リーフレットの市窓口での配布や、重点推進地区内全世帯への配布を実施

し、情報提供を行っています。また、感震ブレーカーについては、命を守る観点から、

簡易タイプの重点推進地区での全戸配布の検討を進めます。 
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3）ガス・石油器具類からの出火防止対策 

 

 

 

 

（1）個人が行う取組 

① 安全装置が備わったガス・石油器具類の使用 

ストーブなどのガス・石油器具類は、定期的に清掃や安全点検を行うとともに、揺れ

や転倒によって自動的に火が消える安全装置のある製品への買い替えについて検討して

みましょう。 

 

② ガス・石油器具類の取扱い 

LPガスの引き込み部分には、震度 5相当以上の揺れを感知すると自動的にガスを遮断

するマイコンメーターが取り付けられているため、基本的には安全です。ただし、念の

ため、地震の揺れがおさまった後にガス器具の元栓を閉め、さらに避難の時間に余裕が

あれば LPガス容器のバルブを閉めるよう心がけます。また、避難をする時には、必ず石

油ストーブなど火気器具の消火を行いましょう。 

 

（2）行政・事業者が行う対策 

① 出火防止対策の啓発 

地震による火災の原因として、電気に起因する火災の次に、ガス・石油器具類による

ものが多いことが分かっています。安全装置付きのガス・石油器具類への買い替えや、

可燃物の転倒・落下防止の対策について、広報誌やホームページなどを通じて、住民に

啓発します。 

 

② ガスの安全対策 

LPガス事業者は、ガス容器の転倒防止対策として、一般家庭などに置かれているガス

容器を転倒させないための固定チェーンの二重化（ダブルチェーン）を進めています。 

○地震時の出火原因としては、電気器具類の次にガス・石油器具類からの出火が多くみられ

ました。安全装置付きのガス器具への買い替えや、LP ガス転倒防止対策の普及などが必要

です。 
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※参考 高知県 LPガス協会 地震対策の自主基準について 

（一社）高知県 LP ガス協会では、「容器（ボンベ）の的確な固定」「ガス放出防止型

高圧ホースの普及」「50kg容器へのバルブプロテクターの普及」を主な柱とする業界自

主基準に基づく LPガス地震対策保安推進事業を平成 18年度から実施しています。通常

の場合、これらの対策に必要な設備費用は LPガス販売事業者の負担としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4）住宅損壊・家具転倒による出火防止対策 

 

 

 

 

（1）個人が行う取組 

① 住宅の耐震化 

住宅が損壊すると家屋の部材が火気に接触し、出火することが想定されます。さらに、

倒壊してしまうと、初期消火はもとより、自らの命の安全を確保することもできなくな

ります。 

このため、昭和 56年以前の旧耐震基準で建てられた住宅の所有者は、耐震性能を確認

する耐震診断を受診し、耐震性が不足すると判定された場合は、市の補助制度などを利

用した住宅の耐震化について検討してみましょう。 

 

② 家具等の転倒防止 

揺れによって家具が転倒すると、可燃物が暖房器具などに触れて出火する可能性や、

倒れた家具でけがをする危険性も高まります。市の補助制度などを活用して家具の転倒

防止に取り組みましょう。 

 

○地震の揺れによって建物が倒壊したり、壊れた部材や転倒した家具が火気に触れたりして

出火することを防止するとともに、身の安全を確保するためにも住宅の耐震化や家具転倒

防止に取り組むことが必要です。 

 
○自主基準に基づく設備例 

これらの対策は、東日本大震災でも地震の揺れや津波対策として有効で

あると報告されています。 

※経済産業省 

「東日本大震災を踏まえた今後の液化石油ガスの保安の在り方について」 

何重もの対策をし

ているのね 

ガス放出防止型高圧ホース 

50kg容器バルブプロテクター 

50kg容器のチェーン 2本がけ 

または専用固定具の使用 

法令基準では上部の 1本で適合 
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（2）行政が行う対策 

① 住宅耐震化の促進 

木造の建築物が倒壊した場合、柱や梁だけでなく、着火しやすい部材が露出し、防火・

耐火性能が極端に低下することが火災発生の大きな原因と考えられます。したがって、

地震火災対策は、まずは、住宅の耐震化が重要となります。 

市では、住宅耐震化に係る補助事業として、①住宅耐震診断費補助事業、②住宅耐震

設計費補助事業、③住宅耐震改修費補助事業を行っており、住宅の耐震化を促進します。 

 

② 家具転倒防止等対策の促進 

市では、家具転倒防止金具等の購入費及び取り付け費を支援しています。今後も支援

の継続・充実について検討し、家具転倒防止等対策を促進していきます。 

 

※参考 市の補助制度 

① 住宅耐震化に係る補助事業 

補助事業 概要 1戸あたり補助額等 補助対象要件 

①木造住宅耐震

診断調査事業 

昭和 56年 5月 31日以前に建築

された木造住宅に耐震診断を行

う耐震診断士を派遣する。 

無料（耐震診断士を派遣） 

昭和 56年 5月 31日

以前に建築された

木造住宅 

②非木造住宅耐

震診断費補助

事業 

昭和 56年 5月 31日以前に建築

された非木造住宅の耐震診断を

行う者に対し、その費用の一部

を補助する。 

補助率：定額 

 

戸建住宅及び併用住宅／ 

上限 37,000円 

 

共同住宅及び長屋／ 

上限 74,000円 

昭和 56年 5月 31日

以前に建築された

非木造住宅 

③住宅耐震改修

設計費補助事

業 

木造及び非木造住宅の耐震改修

設計を行う者に対し、その費用

の一部を補助する。 

補助率：耐震改修設計に要し

た費用の 3分の 2以内 

 

戸建住宅及び併用住宅／ 

上限 205,000円 

 

共同住宅及び長屋／ 

上限 411,000円 

木造住宅耐震診断

調査事業または非

木造住宅耐震診断

費補助事業による

耐震診断の結果、

「倒壊する可能性

がある」または「倒

壊する可能性が高

い」と診断された住

宅 

④住宅耐震改修

工事費補助事

業 

木造及び非木造住宅の耐震改修

工事を行う者に対し、その費用

の一部を補助する。 

補助率：定額 

 

戸建住宅及び併用住宅／ 

上限 925,000円 

 

共同住宅及び長屋／ 

上限 1,851,000円 
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② 家具転倒防止等対策費補助金 

補助事業 概要 1世帯あたり補助額等 補助対象要件 

家具転倒防止等

対策費補助金 

地震発生時における家具の転倒

等による被害を軽減するため、

住宅の家具の転倒等を防止する

ための対策を講じる者に対し

て、補助金を交付する。 

補助金の額は、10,000円を上

限として補助対象経費の2分

の 1以内 

（100円未満の端数が生じた

場合切り捨て） 市内に住所を有す

る世帯 

家具転倒防止金

具等取付事業 

南海トラフ地震等により転倒が

予想される家具に転倒防止金具

等を取り付けることにより、地

震に伴う家具の転倒等による被

害を防止し、又は軽減する。 

金具等の取付作業に係る費

用は、市の負担。取り付ける

金具等及び取付補助材等の

費用は、申請者の負担。 

①②の制度に関する詳しいお問い合わせは… 

香美市役所防災対策課（☎0887−52-8008）まで 
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5.2延焼防止対策 

5.2.1基本的な考え 

 

 

 

 

 

 

 

南海トラフ地震が発生した場合、出火直後の火が小さい段階では、まずは住民個人が消火を行

い、火が拡大し壁や天井にまわりそうになった段階では、直ちに周辺住民の協力を得て消火にあ

たるなど、住民自らが消火に取り組むことが必要です。 

また、火が壁や天井から建物全体にまわり始めると住民による消火は困難となりますが、延焼

を防止する観点からは、周囲の家屋や風下の家に向かって水をかけることも重要です。 

しかし、周囲が火に囲まれる状態になると逃げられなくなることも考えられますので、住民自

らが消火に取り組む場合には、常に退避路を確保し、少しでも身の危険を感じたときには、直ち

に避難することが必要です。 

さらに、地震時には、火災の同時多発や道路の通行障害、消火水源の断水など、通常とは大き

く異なる状況の中での活動となることが予測されます。そのため、地震時に消火活動を行うため

には、消防資機材や耐震性防火水槽の整備、自然水利の確保が必要です。 

こうしたことから、延焼防止については、1）初期消火の実施、2）消防力の充実・強化の対策

を推進します。 

 

  

○同時多発的に火災が発生すると、消防署や消防団がすぐに消火に駆けつけることができない

場合があり、出火直後の小さな火の段階での初期消火は個人での対応や、火が拡大し壁や天

井にまわりそうになった段階でも、周辺住民の協力を得て、地域で消火にあたるなど、火が

建物全体にまわるのを少しでも食い止めることが重要になります。 

○消防署や消防団が消火活動を行うための消火資機材や耐震性防火水槽の整備、自然水利の確

保等の検討を行う必要があります。 
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5.2.2具体的な対策 

1）初期消火の実施 

 

 

 

 

（1）個人が行う取組 

① 住宅用火災警報器の設置 

初期消火を行うには、出火したことを住民や近隣の人がいち早く知るために消防法で

義務付けられている「住宅用火災警報器」を設置することが有効です。すべての住宅で

設置が必要です。 

※参考 住宅用火災警報器とは 

 

住宅用火災警報器は、火災により発生する煙を感

知し、警報するものです。特に、住宅火災により死

に至った原因の 7割が「逃げ遅れ」ということから、

早期に火災を気付かせる重要な機能を備えています。 

 

香美市公式ホームページ： 

「身近に住宅用火災警報器を備えよう」より 

 

 

 

② 消火器、消火用水の確保 

初期消火は、出火直後の火が小さな段階で素早く行うことが最も効果的です。このた

め、消火器の備えや浴槽への水の汲み置きなど、家庭で行える防火対策に取り組みまし

ょう。 

 

③ 消火活動訓練への参加 

地震火災を想定した防災訓練に住民が参加し、消防の指導のもと、訓練を通じて、初

期消火に不可欠な消火器の使用方法の習得に努めましょう。 

 

（2）地域が行う取組 

① 地域の連携力の強化 

初期消火は、地域で協力し合えれば、より効果的に活動することが可能です。いざと

いう時に備え、日頃から近隣同士で付き合いを密にし、協力しあえる関係を築けるよう

に努めましょう。 

 

② 消防資機材、消防用水の確保 

地域として初期消火活動ができるよう市の「自主防災組織活動支援事業」や「災害時

協力井戸整備費補助」の制度を活用した消防資機材や消防用水の確保について検討して

みましょう。 

○初期消火を確実に行うことは、延焼の拡大防止に大きな効果があるため、定期的に消火訓

練を行い、消防資機材の取り扱いに慣れておきます。 

○消防資機材や消防水利を充実・強化しておくことが必要となります。 
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③ 消火活動訓練の実施 

地域の初期消火力を高めるために、消防職員や消防団員の指導・協力のもと、実際の

火に対する消火器を使った実践的な消火訓練を実施します。これらの訓練を通じて、消

火器の使い方などを覚えたり、消火用水の位置などの把握をしましょう。 

 

（3）行政が行う対策 

① 消防資機材の充実・支援 

近隣の火災に対し、地域住民が消火を行えるように、街頭消火器の設置、消火用貯水

槽や軽可搬消火ポンプなどの整備についても検討を進めていきます。 

 

② 実践的な消火訓練の実施 

住民の初期消火力を高めるために、消防職員や消防団員の指導のもと、実際の火に対

する消火器を使った実践的な消火訓練を継続的に行います。また、火の延焼・拡大に備

え、着火していない家屋への水かけなど、延焼を防止する知識等についても訓練を通じ

て周知を図ります。 

 

※参考 香美市消防団合同訓練 

 

この訓練は、ポンプ自動車または

小型ポンプを使用して、前方の標的

を放水で倒した後、2線目のホースを

延ばし、前方のドラム缶に放水して

水を溜め、中のゴムボールを落とす

までの時間を競うというものです。 

 

香美市公式ホームページ： 

「香美市消防団合同訓練」より 

 

 

③ 住民への周知 

住民による初期消火が迅速、かつ、効果的に行われるよう、広報誌などの配布物やホ

ームページを通じて、街頭消火器や消火用貯水槽などの消火用水の位置を住民に周知し

ます。 
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※参考 自主防災組織等に関する補助制度 

① 香美市自主防災組織活動支援事業費 

香美市では、自主防災組織の活動を支援するため、防災資機材の購入や防災訓練な

どの活動に要した経費に対して補助を行っています。防災訓練については、自主防災

組織が自主的に実施する避難・誘導訓練、消火訓練、救護・救助訓練、炊き出し訓練

などに要する費用（消耗品費、炊き出し用材料費、施設利用料など）に対して補助を

行っています。 

・自主防災組織へ加入している世帯数が 50以上 30,000円 

・自主防災組織へ加入している世帯数が 30から 49 25,000円 

・自主防災組織へ加入している世帯数が 30未満 20,000円 

 

② 香美市災害時協力井戸整備費補助金 

香美市では、災害時における地域住民の生活用水を確保するため、市内に存する井

戸を整備する自主防災組織等に対し、整備に要する費用の一部を補助します。 

※災害時協力井戸とは、次の要件をすべて満たす井戸を言います。 

1.市内にあり、災害時に地域の住民が使用できる場所にあること 

2.災害時において、地域の住民が井戸水を利用することに井戸の所有者が同意し

ていること 

3.平常時において、井戸に関する情報を自主防災組織等が作成している防災マッ

プへ掲載するなど、地域の自主防災活動に協力することに井戸の所有者が同意

していること 

・補助対象団体：災害時協力井戸が存する地域の自主防災組織等 

・補助限度額：20万円 

・補助率：3分の 2 

①②の制度に関する詳しいお問い合わせは… 

香美市役所防災対策課（☎0887−52-8008）まで 

 

2）消防力の充実・強化 

 

 

 

 

（1）行政が行う対策 

① 消防施設の安全性の確保 

消防職団員や消防車両、消防資機材を守り消火活動を行うため、消防署や消防屯所等

の耐震化に取り組みます。 

 

② 消防水利の確保 

設置して相当年数が経過した防火水槽は、地震の揺れによる損傷によって水漏れをお

こすなど、消火用水の確保ができない可能性や、消火栓も水道の断水により使用できな

いことも想定されるため、耐震性防火水槽の整備を進めます。 

 

○建物全体に火がまわり始めると住民による消火は困難となり、消防署や消防団による消火

によらなければなりません。このため、通行障害や消防水利の不足など通常時と異なる状

況下において消火活動を行うために消防力の充実・強化の対策が必要となります。 
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③ 消防団員の確保 

消防団は、地域の防災力の要としての活動に加え、自主防災組織のリーダーの育成や

教育訓練など、これまで以上の指導的な役割が期待されています。 

本市においては、消防団は、3方面隊、19分団で組織され、団員数は、定数 442人に

対し、317人（72%）となっています。 

地震発生時には、消防団員は消火活動や避難誘導といった様々な活動が求められます。

こういった活動をしっかりと行えるよう、団員の確保に向けた取り組みを進めます。 

 

④ 通行障害を低減する取組 

幅員が狭い道路では、道路沿いの建物やブロック塀などの倒壊により、消防車両が火

災現場に進入できなくなることが想定されます。住宅の耐震化や倒壊のおそれのあるブ

ロック塀の撤去や改修、老朽化した空き家の除却が進むように取り組みを進めます。 

 

※参考 通行障害の低減に関わる補助制度 

① 香美市老朽住宅除却事業補助金 

香美市内の緊急輸送道路や避難路の沿道に位置する老朽化した住宅や、住宅密集地

域に位置する老朽化した住宅で、倒壊や火災により周囲の住民に被害を及ぼすおそれ

のある住宅の除却を行う方に対し、予算の範囲内において、除却工事に要する経費の

一部を補助します。 

・除却工事費の 80%、1,645,000円までを上限に補助 

※（例）除却工事費が 100万円であれば 80万円の補助が受けられます。 

 

② 香美市ブロック塀等対策補助金 

避難路に面したブロック塀などで、地震等の揺れにより倒壊するおそれのある塀の

撤去、または安全な塀への改修に要する費用を補助します。 

・205,000円までを上限に補助 

※高知県に登録した耐震改修工務店、建設業者（建設業法に基づく許可を受けて

建設業を営む業者）または解体工事業者（建設工事に係る資材の再資源化に関

する法律に基づく登録を受けて解体工事業を営む業者）が実施するもの 

※既存ブロック塀を撤去し、再度ブロック塀を新設する場合は補助対象外となり

ます。 

※既存ブロック塀の補強工事は補助対象外となります。 

①②の制度に関する詳しいお問い合わせは… 

香美市役所防災対策課（☎0887−52-8008）まで 
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※参考 香美市の空き家対策に対する取組 

香美市内では、人口減少や核家族化の進行、さらには社会的ニーズの変化や産業構造

の変化に伴い、居住の使用がなされていない空き家等が増加しています。そこで、香美

市では、2015 年 5 月 26 日に施行された「空家等対策の推進に関する特別措置法」に基

づき、空き家等対策に関する基本方針等を示した「香美市空き家等対策計画」を策定し、

香美市公式ホームページ上でも公表しています。 

 

⑤ 震災時の消防活動計画の作成 

地震の発生時には、通常時のような消防活動は困難を極めることが想定されます。そ

のため、災害初期における効果的な消防活動を行うことを目的として、地震発生直後の

火災出動体制や重点的な部隊の投入先など同時多発的な火災の発生への対応策を、「香美

市消防職員震災時活動マニュアル」（平成 25年 10月）としてとりまとめています。震災

時には、このマニュアルに即して消火活動等を行っていきます。 
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5.3安全な避難対策 

5.3.1基本的な考え 

 

 

 

地震火災の燃え拡がり方は、出火地点や風の強弱・向きなどによって大きく様相が変わります

が、台風並みの強風など極端な気象条件でなければ、火災が延焼拡大する速度は人の歩く速度よ

り遅いため、延焼の状況を把握し早め早めの対応を行えば安全に避難することができます。避難

の手段は、徒歩が基本ですが、要配慮者については、車いすやリヤカー、担架などの使用につい

て、地域の特性を踏まえたうえで、十分検討しておくことが必要です。 

このため、消防本部及び災害対策本部は、火災が延焼拡大し避難の必要性が高まった場合は、

地域内の住民に対し防災行政無線や広報車などあらゆる手段で情報を迅速に伝えなければなりま

せん。しかし、こうした情報が地域住民全員に伝わらない場合も考えられることから、消防職員・

消防団員は、逃げ遅れている住民に避難するよう声掛けを行います。 

安全に避難を行うためには、住民一人ひとりが周辺の火災の延焼状況に注意を払い、消火活動

をすべきか、直ちに避難をするべきか、といったことを状況に応じて自主的に判断できるように

なっておくことも必要です。そのためには、消防職団員の指導のもと、自主防災組織や自治会は、

安全な避難場所、安全な避難経路について、シミュレーション結果をもとに、いろいろなパター

ンでの図上訓練や実地訓練を行っておくことが重要となります。 

このことから、安全な避難については、1）避難場所の安全性、2）避難経路の安全性、3）避難

のタイミング、4）要配慮者への対応、の 4つの視点について対策を推進します。 

 

  

○重点推進地区では、火災が延焼拡大し大規模火災となっても安全に避難するため、避難場所

や避難経路の確認などの対策を事前に進めておくことが必要です。 
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5.3.2具体的な対策 

1）避難場所の安全性 

 

 

 

 

（1）個人が行う取組 

① 避難場所の確認 

大規模火災は、どこで発生しどの方向に燃え拡がっていくか分かりません。延焼シミ

ュレーション結果を利用し、出火場所や風速、風向きなど、いろいろなケースを想定し、

それぞれのケースに応じて、あらかじめ安全に避難できる場所を、複数確認しておきま

す。 

重点推進地区内の避難場所に避難する場合は、周囲に燃え拡がってくることもあるた

め、二次避難できる場所も確認しておきましょう。 

 

（2）地域が行う取組 

① 集合場所（緊急避難地など）の設定 

     火災はどこで発生するか予測できないため、小学校などの避難場所近辺で火災が発生

していたり、道路が閉塞し、予定していた避難場所へ避難できない場合も考えられます。

このような場合に混乱を招かぬよう地域で一時的に避難する緊急避難地を複数決めてお

くことも避難には効果的です。 

 

（3）行政が行う対策 

① 避難場所の設定及び周知 

重点推進地区周辺においては、火災からの避難に対する安全性の検証を行い、安全な

避難場所として利用できる場所を確保・周知していきます。山田小学校・山田高等学校

については、周囲の延焼の状況に応じた火と熱の影響などを検討した結果、安全性が確

保されていることを確認しています。このような避難場所については、住民が事前に避

難する場所を確認できるよう、防災マップや市の公式ホームページなどを通じて周知し

ます。 

 

※参考 安全性を確認した重点推進地区周辺の避難場所（山田小学校・山田高等学校） 

 

○大規模火災時の避難場所については、状況に応じた安全性、位置や収容可能人員などを明

記したマップを作成し、住民に周知します。 

○重点推進地区内に避難場所を設けた場合は、二次避難場所を確認する必要があります。 
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2）避難経路の安全性 

 

 

 

 

 

（1）個人が行う取組 

① 避難経路の安全性の確認 

ワークショップなどの場で、倒壊のおそれのある老朽家屋やブロック塀、自動販売機

などを確認したうえで、幅員の広い道路を避難路として複数、想定（確認）しておきま

しょう。 

また、通行が困難となると想定される箇所を実際に調べて、幅員やブロック塀の状況

などを確認するとともに、車いすやリヤカーなどで避難しなければならない人は、特に

道路幅にも注意しておきましょう。 

 

② 複数の経路を想定 

地震発生時にはどの道路が通行できなくなるかわからないため、避難場所へ安全にた

どり着くため、複数の経路を考えておきましょう。 

また、一旦避難しても、火災が周囲に燃え拡がってくることも考えられますので、二

次避難場所までの経路も考えておくことも重要です。燃え拡がりの想定や、避難経路を

考える際には、本計画の参考資料を活用しましょう。 

 

※参考 ワークショップ時の避難経路の書き込み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○路地や狭い道路は、建物やブロック塀の倒壊等により通行できなくなる可能性があるため、

避難経路は可能な限り幅員の広い道路を選択するとともに、日頃から複数の経路を確認して

おきます。 

○避難経路の安全性は、ハザードマップなどをもとに、現地で確認しておきます。 

緑色の線：自宅から避難場所（山田小学校）までの避難経路 青色の丸：消防水利位置 
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（2）地域が行う取組 

① 避難訓練の実施 

     火災からの避難を想定した避難訓練などを実施し、みんなで避難の妨げとなる危険な

箇所などを把握し、円滑かつ安全な避難が実現できるようにしましょう。 

 

3）避難のタイミング 

 

 

 

 

（1）個人が行う取組 

① 出火状況の確認 

住民は、時間の経過による新たな出火も含め、火災の煙や消防車両の出動に注意を払

い、近くで火災が発生していないか、確認を行いましょう。 

 

② 避難情報の伝達 

住民は、行政からの避難を促す情報が伝達されたら、地域の住民のみなさんや近隣の

要配慮者、避難する経路の周囲にいる住民にも避難を呼び掛けましょう。 

 

③ 避難の判断 

燃え拡がる速度や延焼する方向は、風向き・風速により大きく変動します。出火場所

が近くでなくても、予想以上に燃え拡がってくる可能性がありますので、特に要配慮者

は早め早めに避難の準備を行いましょう。 

避難を促す情報を聞いた住民は、火災の延焼方向・風速などをもとに、自ら安全な場

所と安全な経路を判断し、直ちに安全な避難場所に移動を開始しましょう。 

しかし、行政からの情報が伝わらないことも想定されますので、安全に避難を行うた

めには、住民一人ひとりが周辺の火災の延焼状況に注意を払い、消火活動をすべきか、

直ちに避難をするべきか、といったことを状況に応じ自主的に判断できるようになって

おくことも重要です。 

 

（2）行政が行う対策 

① 出火状況の把握 

消防本部は、火災の発生場所の把握を行うとともに、投入可能な消防力や風向き・風

速などの気象状況から、大規模火災に発展する可能性について確認します。 

 

② 避難情報の伝達 

消防本部及び災害対策本部は、出火建物から隣接建物に燃え移るなど、火災の威力が

消火能力を上回ることが予測される場合は、重点推進地区内の住民に対して、防災行政

無線やサイレン、緊急速報メール、広報車などあらゆる手段を用いて避難を促す情報を

確実に伝えることができるように、情報伝達手段や体制の整備を進めます。 

 

○出火場所が自宅近くでなくても、予想以上に燃え拡がってくる可能性があるので、できる

だけ早く避難するように心がけることと、平時より安全な避難路や安全な避難場所を熟知

しておくことが必要です。 
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4）要配慮者への対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）個人・地域が行う取組 

① 要配慮者の把握 

自治会・自主防災組織は、避難の際に支援が行えるよう、市から避難行動要支援者名

簿の情報を得るなどし、要配慮者がいる家庭の把握に努めましょう。 

要配慮者は、日頃から近隣の人との交流を図り、自分のことをよく知ってもらい、避

難の際の支援についても話し合っておきましょう。 

 

② 要配慮者の避難 

要配慮者がいる家庭では、避難時に必要な車いす、リヤカー、担架などの用具や、支

援者の協力、避難場所、避難経路の確認などの準備をしておきましょう。 

風上で火災が発生した場合は、火災が拡大するようであったら直ちに安全な場所への

避難を開始することが必要です。 

要配慮者の避難には家族以外の手助けが必要な場合があるため、地域の交流会などへ

の参加を通じて、積極的に交流を行いお互いの理解を深めておきましょう。 

 

③ 避難行動要支援者の避難 

地震発生時には、避難支援者が避難の手助けに必ず駆けつけられるとは限りませんの

で、避難行動要支援者は、地域の自主防災組織や自治会と支援方法について話し合って

おきましょう。また、高齢者が多く避難行動要支援者への支援者が少ない所では、近隣

の自主防災組織や自治会が協力して支援方法を話し合いましょう。 

 

④ 避難訓練への参加 

避難行動要支援者と避難支援者等の関係者はともに、個別計画に基づく避難経路、避

難場所への避難訓練を行い、課題を把握し避難方法の改善を行います。 

また、自主防災組織が行う防災訓練に積極的に参加することで、避難の際の支援方法

などについて、近所や自主防災組織の人たちとの相互理解を深めておきましょう。 

 

（2）行政が行う対策 

① 要配慮者の情報提供 

市は、災害対策基本法に基づく避難行動要支援者名簿について、本人の同意を得て自

主防災組織などの避難支援等関係者等に情報提供を行っています。 

 

○要配慮者のうち、火災を含め災害時の避難において支援が必要な「避難行動要支援者」へ

の対応も地域内で定めておく必要があります。そのためには、日頃から、どこにどのよう

な要配慮者がいるのかを把握しておくこと、また、要配慮者がいる家庭では、地震が起き

た時にどこにどのような手段で避難するかを検討しておくことが必要です。 

○地域の防災訓練においても「避難行動要支援者」への支援を含めた避難訓練を実施するこ

とが大切です。 
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② 避難行動要支援者の避難計画 

市は、避難行動要支援者について、避難支援等関係者等と協力して個別計画の策定を

推進します。 

 

③ 避難訓練の開催 

避難行動要支援者と避難支援者等の関係者が参加した避難訓練の開催を促し、避難方

法の改善について支援します。 
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5.4具体策のとりまとめ一覧 

5.4.1個人が行う取組 

1）出火防止 

中項目 小項目 内容 記載頁 

火の始末 火の始末の実施 出火につながる原因を断ち切り、「火の始末」が行えるよ

うな習慣を身につけておくことが重要です。 

P37 

電気器具類か

らの出火防止 

感震ブレーカー

等の設置 

家屋の電気設備や器具の状況に応じたタイプを選択し、

感震ブレーカー等の設置に取り組みましょう。 

P38 

安全装置付きの

電気器具類の使

用 

安全装置の有無を確認し、備わっていない製品は取り替

えることを検討してみましょう。 

P38 

可燃物の転倒・落

下防止 

家具の固定を進め、電気ストーブなどの周辺には可燃物

が落下しないよう日頃から心がけましょう。 

P38 

電気火災に対す

る防火意識 

避難をする時には必ずブレーカーを落とすことを意識し

ておきましょう。 

P38 

ガス･石油器

具類からの出

火防止 

安全装置が備わ

ったガス・石油器

具類の使用 

定期的に清掃や安全点検を行うとともに、安全装置のあ

る製品に買い替えを検討しましょう。 

P40 

ガス・石油器具類

の取扱い 

地震の揺れがおさまった後にガス器具の元栓を閉め、避

難をする時には、必ず石油ストーブなど火気器具の消火

を行いましょう。 

P40 

住宅損壊・家

具転倒による

出火防止 

住宅の耐震化 耐震性が不足すると判定された場合は、市の補助制度な

どを利用して住宅の耐震化について検討してみましょ

う。 

P41 

家具等の転倒防

止 

市の補助制度などを活用して家具の転倒防止に取り組み

ましょう。 

P41 

 

2）延焼防止 

中項目 小項目 内容 記載頁 

初期消火の実

施 

住宅用火災警報

器の設置 

「住宅用火災警報器」をすべての住宅で設置することが

必要です。 

P45 

消火器、消火用水

の確保 

消火器の備えや浴槽への水の汲み置きなど、家庭で行え

る防火対策に取り組みましょう。 

P45 

消火活動訓練へ

の参加 

初期消火に不可欠な消火器の使い方の習得に努めましょ

う。 

P45 
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3）安全な避難 

中項目 小項目 内容 記載頁 

避難場所の安

全性 

避難場所の確認 いろいろなケースを想定し、それぞれのケースに応じて、

あらかじめ安全に避難できる場所を、複数確認しておき

ましょう。 

P51 

避難経路の安

全性 

避難経路の安全

性の確認 

幅員の広い道路を避難路として複数、想定（確認）して

おきましょう。 

P52 

複数の経路を想

定 

避難場所へ安全にたどり着くため、複数の経路を考えて

おきましょう。 

P52 

避難のタイミ

ング 

出火状況の確認 火災の煙や消防車両の出動に注意を払い、近くで火災が

発生していないか、確認を行いましょう。 

P53 

避難情報の伝達 地域の住民のみなさんや近隣の要配慮者、避難する経路

の周囲にいる住民にも避難を呼び掛けましょう。 

P53 

避難の判断 火災の延焼方向・風速などをもとに、自ら安全な場所と

安全な経路を判断し、直ちに安全な避難場所に移動を開

始しましょう。 

P53 

要配慮者への

対応 

要配慮者の把握 自治会・自主防災組織は、避難の際に支援が行えるよう、

市から避難行動要支援者名簿の情報を得るなどし、要配

慮者がいる家庭の把握に努めましょう。 

P54 

要配慮者の避難 要配慮者がいる家庭では、車いす、リヤカー、担架など

の準備をしておきましょう。風上で火災が発生した場合

は、火災が拡大するようであったら直ちに安全な場所へ

の避難を開始することが必要です。 

P54 

避難行動要支援

者の避難 

避難行動要支援者は、地域の自主防災組織や自治会と支

援方法について話し合っておきましょう。 

P54 

避難訓練への参

加 

防災訓練に積極的に参加することで、避難の際の支援方

法などについて、近所や自主防災組織の人たちとの相互

理解を深めましょう。 

P54 
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5.4.2地域が行う取組 

1）出火防止 

中項目 小項目 内容 記載頁 

火の始末 声の掛け合いに

よる火の始末の

意識向上 

日常時から、「火の始末」を心がけるよう地域全体で声の

掛け合いや地域の防災ブックを作成するなど、地域全体

の「火の始末」に対する意識向上を図りましょう。 

P37 

 

2）延焼防止 

中項目 小項目 内容 記載頁 

初期消火の実

施 

地域の連携力の強

化 

いざという時に備え、日頃から近隣同士で付き合いを密

にし、協力しあえる関係を築けるように努めましょう。 

P45 

消防資機材、消防用

水の確保 

地域として初期消火活動ができるよう市の「自主防災組

織活動支援事業」や「災害時協力井戸整備費補助」の制

度を活用した消防資機材や消防用水の確保について検討

してみましょう。 

P45 

消火活動訓練の実

施 

消防職員や消防団員の指導・協力のもと、実際の火に対

する消火器を使った実践的な消火訓練を実施します。こ

れらの訓練を通じて、消火器の使い方などを覚えたり、

消火用水の位置などの把握をしましょう。 

P46 

 

3）安全な避難 

中項目 小項目 内容 記載頁 

避難場所の安

全性 

集合場所（緊急避

難地など）の設定 

火災はどこで発生するか予測できないため、いざという

とき、混乱を招かぬよう地域で一時的に避難する緊急避

難地を複数決めておくことも避難には効果的です。 

P51 

避難経路の安

全性 

避難訓練の実施 火災からの避難を想定した訓練などを実施し、避難の妨

げとなる危険な箇所などを把握し、円滑かつ安全な避難

が実現できるようにしましょう。 

P53 

要配慮者へ

の対応 

要配慮者の把握 自治会・自主防災組織は、避難の際に支援が行えるよう、

市から避難行動要支援者名簿の情報を得るなどし、要配

慮者がいる家庭の把握に努めましょう。 

P54 

要配慮者の避難 要配慮者がいる家庭では、車いす、リヤカー、担架など

の準備をしておきましょう。風上で火災が発生した場合

は、火災が拡大するようであったら直ちに安全な場所へ

の避難を開始することが必要です。 

P54 

避難行動要支援

者の避難 

避難行動要支援者は、地域の自主防災組織や自治会と支

援方法について話し合っておきましょう。 

P54 

避難訓練への参

加 

防災訓練に積極的に参加することで、避難の際の支援方

法などについて、近所や自主防災組織の人たちとの相互

理解を深めましょう。 

P54 
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5.4.3行政が行う対策 

1）出火防止 

中項目 小項目 内容 記載頁 

火の始末 火の始末に関す

る啓発 

揺れがおさまったら火の始末を行うよう、広報誌など

様々な媒体を通じて、住民に広報します。 

P37 

電気器具類か

らの出火防止 

出火防止対策の

啓発 

出火防止対策について、広報誌やホームページを通じて、

住民に啓発します。 

P38 

感震ブレーカー

等の認知・普及 

リーフレットの市窓口での配布や重点推進地区内全世帯

への配布を実施し、情報提供を行います。また、簡易タ

イプの重点推進地区での全戸配布の検討を進めます。 

P39 

ガス･石油器

具類からの出

火防止 

出火防止対策の

啓発 

安全装置付きのガス・石油器具類への買い替えや、可燃

物の転倒・落下防止の対策について、広報誌やホームペ

ージを通じて、住民に啓発します。 

P40 

ガスの安全対策 LPガス事業者は、一般家庭などに置かれているガス容器

を転倒させないための固定チェーンの二重化（ダブルチ

ェーン）を進めています。 

P40 

住宅損壊・家

具転倒による

出火防止 

住宅耐震化の促

進 

住宅耐震化に係る補助事業として、①住宅耐震診断費補

助事業、②住宅耐震設計費補助事業、③住宅耐震改修費

補助事業を行っており、住宅の耐震化を促進します。 

P42 

家具転倒防止対

策の促進 

家具転倒防止金具等の購入費及び取り付け費を支援して

います。今後も支援の継続・充実について検討し、家具

転倒防止等対策を促進していきます。 

P42 
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2）延焼防止 

中項目 小項目 内容 記載頁 

初期消火の実

施 

消防資機材の充

実・支援 

街頭消火器の設置などを自主防災組織へ配備するなどの

支援の検討を進めます。また、消火用貯水槽などの整備

についても検討を行います。 

P46 

実践的な消火訓

練の実施 

消火器を使った実践的な消火訓練を継続的に行います。 P46 

住民への周知 広報誌などの配布物やホームページを通じて、街頭消火

器や消火用貯水槽などの消火用水の位置を示し住民に周

知します。 

P46 

消防 力の充

実・強化 

消防施設の安全

性の確保 

消防署や消防屯所等の耐震化に取り組みます。 P47 

消防水利の確保 地震の揺れによる損傷によって水漏れをおこすなど、消

火用水の確保ができない可能性や、消火栓も水道の断水

によって使用ができない可能性もあるため、耐震性防火

水槽の整備を進めます。 

P47 

消防団員の確保 消火活動や避難誘導といった様々な活動をしっかりと行

えるよう、団員の確保に向けた取り組みを進めます。 

P47 

通行障害を低減

する取組 

住宅の耐震化や倒壊のおそれのあるブロック塀の撤去や

改修、老朽化した空き家の除却が進むように取り組みを

進めます。 

P48 

震災時の消防活

動計画の作成 

震災時の消防活動計画としてとりまとめたマニュアルに

即して消火活動等を行っていきます。 

P49 

 



 

61 

3）安全な避難 

中項目 小項目 内容 記載頁 

避難場所の安

全性 

避難場所の設定

及び周知 

避難場所の位置や収容人員、トイレなどの設備の有無

といったことを防災マップやホームページなどにより

周知します。 

P51 

避難のタイミ

ング 

出火状況の把握 消防本部は、火災の発生場所の把握を行うとともに、

投入可能な消防力や大規模火災に発展する可能性につ

いて確認します。 

P53 

避難情報の伝達 消防本部及び災害対策本部は、火災の威力が消火能力

を上回ることが予測される場合は、重点推進地区内の

住民に対して、防災行政無線やサイレン、緊急速報メ

ール、広報車などあらゆる手段を用いて避難を促す情

報を確実に伝えることができるように、情報伝達手段

や体制の整備を進めます。 

P53 

要配慮者への

対応 

要配慮者の情報

提供 

避難行動要支援者名簿については、本人の同意を得て

自主防災組織などの避難支援等関係者等に情報提供を

行っています。 

P54 

避難行動要支援

者の避難計画 

避難行動要支援者名簿の作成と避難支援者の支援等関

係者への名簿情報の提供を行い、避難支援等関係者等

と協力して個別計画の策定を推進します。 

P55 

避難訓練の開催 避難行動要支援者と避難支援者等の関係者が参加した

避難訓練を地区単位で開催を促し、参加者で課題を把

握し、避難方法の改善について支援します。 

P55 
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5.5ワークショップ時の意見に対する取組について 

 ワークショップでは、対策について数多くの意見を頂き、その意見を踏まえた取り組み等について

この計画に記載しています。ワークショップ時の意見とこの計画に記載している取り組み等の関連・

対応をまとめると次頁のとおりとなります。 

 ただし、一部の意見については未だ検討中で計画に記載していない意見や現在の対応が充分でない

ものもあります。 

市では、今回計画に記載していない意見等について、今後も引き続き対策として具体化できるよう

検討を進めていき、計画に必要に応じて反映していきます。 
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表 ワークショップ意見に対応・関連する取組 

ワークショップ意見 優先度 
ワークショップ意見に対応・関連する取組 

中項目 小項目 記載頁 対策分類 

手動ポンプの設置 高 初期消火の実施 消防資機材の充実・支援 P46 

ハード 
対策 

地域で使用可能な消防水利の確保 中 消防力の充実・強化 消防水利の確保 P47 

水路に水を流す 中 消防力の充実・強化 消防水利の確保 P47 

延焼を増大する物の撤去 高 消防力の充実・強化 通行障害を低減する取組 P48 

空き家対策 中 消防力の充実・強化 通行障害を低減する取組 P48 

福祉避難所の確保 - 避難場所の安全性 避難場所の設定及び周知 P51 

空き家を更地にして避難場所に利用する - 避難場所の安全性 避難場所の設定及び周知 P51 

防災無線の整備 中 避難のタイミング 避難情報の伝達 P53 

区画整備 高 
   

道路の整備 中 
   

水路に架かる橋梁の耐震化 - 
   

電線埋設化 - 
   

感震ブレーカー設置の配布、補助 高 電気器具類からの出火防止対策 
感震ブレーカー等の認知・
普及 

P39 

ソフト 
対策 

消火器（家庭内、街角）、可搬式ポンプ等への補助や配布 高 初期消火の実施 消防資機材の充実・支援 P46 

井戸の活用 中 消防力の充実・強化 消防水利の確保 P47 

地域で使用可能な消防水利がある場所の周知 中 初期消火の実施 住民への周知 P46 

井戸の水の利用 中 初期消火の実施 消防資機材の充実・支援 P46 

ブロック塀の危険箇所の調査 高 消防力の充実・強化 通行障害を低減する取組 P48 

ハザードマップの作成 - 避難場所の安全性 避難場所の設定及び周知 P51 

停電から通電の際の告知 中 避難のタイミング 避難情報の伝達 P53 

要配慮者の名前等の情報開示、データの提供 中 要配慮者への対応 要配慮者の情報提供 P54 

町内会の区割整理 低 
   

消火装置付きコンロ買い替え補助 中 
   

町内会への加入促進支援 高 
   

火災警報器の点検 高 
   

使用期限切れ消火器の廃棄支援 中 
   

※記載頁がない項目については、本計画には記載していませんが、今後対策として具体化できるよう引き続き検討を進めていきます。 

※表中の優先度は、ワークショップ内で参加者による検討で優先度を決定したものです。 


